
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 19日

上   場   会   社   名       日本電気システム建設株式会社 上場取引所   東

コード番号       1973 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

笹部　高広 TEL (03) 5463 - 1111
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）

(1)経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 203,771 △ 9.0 5,290 △ 29.1 5,312 △ 17.3

11年 3月期 223,848 0.1 7,463 34.2 6,424 16.3

  当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 1,113 △ 61.0 26.09 23.71 2.4 4.0 2.6

11年 3月期 2,852 14.4 66.84 59.88 6.3 4.8 2.9

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    42,683,957 株          11年 3月期    42,679,184 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 10.00 5.00 5.00 426 38.3 0.9

11年 3月期 10.00 5.00 5.00 426 15.0 0.9

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 127,843 47,456 37.1 1,111.70

11年 3月期 140,066 46,863 33.5 1,098.03

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    42,688,049 株　　　11年 3月期    42,679,184 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 87,000 2,000 200 5.00 － －

通　　期 220,000 7,500 2,300 － 5.00 10.00

（注）退職給付債務の会計基準変更時差異は約130億円であり、5年間で償却（中間期 13億円、通期 26億円）し、特別損失で処理予定。

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             53 円 88 銭

               氏             名
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比 較 貸 借 対 照 表 
 

                                            （単位：百万円） 

     期 別 第 ６８ 期 第 ６７ 期 

  （平成 12年 3月 31 日現在） （平成 11年 3月 31 日現在） 
増  減 

科 目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 
（ 資 産 の 部 ）              ％     
Ⅰ 流 動 資 産            １１０，４２７ 86.4    １２３，０１８ 87.8   △ １２，５９０ 
 現 金 及 び 預 金                ７，６１６       ８，９９４   △   １，３７７ 
 受 取 手 形                ３，５４３       ３，９５１   △    ４０８ 
 売 掛 金              ７４，１８９      ８２，００１   △  ７，８１２ 
 有 価 証 券                ７，１３１      １０，０２９   △  ２，８９８ 
 機 器 及 び 材 料                 ２６４            ３４３   △     ７９ 
 仕 掛 品               １３，９４１      １３，９１３         ２８ 
 前   払  費   用           ３０２       ２６２        ４０ 
 自 己 株 式                    ０         ０   △      ０ 
 繰 延 税 金 資 産               １，１４６            ７９８            ３４７ 
 そ の 他                ２，５７５        ３，０５６   △     ４８０ 
 貸 倒 引 当 金             △    ２８４   △       ３３３         ４９ 
      
Ⅱ 固 定 資 産               １７，４１５ 13.6      １７，０４８ 12.2            ３６７ 
 有 形 固 定 資 産                  ８，６０５  6.7        ８，５７１  6.1         ３３ 
  建 物                 ４，１２３        ４，３７４   △       ２５０ 
  構 築 物                 ５３        ５９   △      ６ 
  機 械 装 置                        ０               ０          ０ 
  車 両 運 搬 具                 ２２        ３６   △     １４ 
  工 具 器 具 ・ 備 品                 １，４９６        １，２９３            ２０２ 
  土 地                 ２，８０６        ２，７１０              ９６ 
  建 設 仮 勘 定                     １０３              ９６               ６ 
      
 無 形 固 定 資 産                  １，１４２  0.9            １１１  0.1        １，０３１ 
  ソ フ ト ウ ェ ア              １，０３０         －     １，０３０ 
  そ の 他                １１２       １１１         １ 
      
 投 資 そ の 他 の 資 産                  ７，６６７  6.0        ８，３６５  6.0   △       ６９７ 
  投 資 有 価 証 券                   ８９９          ９２０   △         ２１ 
  関 係 会 社 株 式                ７９８       ７９８         － 
  従 業 員 に 対 す る             
  長 期 貸 付 金           

              ８ 
 

            １２ 
 

 △           ３ 

  長 期 前 払 費 用                 ２９       ６６３   △    ６３３ 
  長 期 保 証 金                 ４，４７４        ４，６２４   △       １５０ 
  繰 延 税 金 資 産                 ２８６              ９４            １９１ 
  そ の 他               １，３０２        １，３６５   △        ６２ 
  貸 倒 引 当 金            △    １３１   △       １１４   △         １７ 
資 産 合 計             １２７，８４３ 100.0    １４０，０６６ 100.0   △ １２，２２２ 

                       （注） 百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 

 



     

- 20 - 

 

比 較 貸 借 対 照 表 
 

 

                                       （単位：百万円） 

     期 別 第 ６８ 期 第 ６７ 期 

  （平成12年 3月 31日現在） （平成 11年 3月 31 日現在） 
増  減 

科 目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 
（ 負 債 の 部 ）             ％   ％   
Ⅰ 流 動 負 債              ６５，２４２ 51.0      ７８，１３１ 55.8   △ １２，８８９ 
 支 払 手 形                ４，５９２        ４，６６２   △      ７０ 
 買 掛 金               ３４，６１２      ４１，８０４   △  ７，１９２ 
 短 期 借 入 金               １０，６００      １４，８７０   △  ４，２７０ 
 未 払 金               １，５７１     ２，３４５   △    ７７４ 
 未 払 費 用                  ３，８３８        ４，００７   △    １６９ 
 未 払 法 人 税 等                １，５７０        ２，９７３   △  １，４０３ 
 前 受 金                  ８，０５５        ７，１７３          ８８１ 
 預 り 金                 ３０８       ２６７        ４１ 
 そ の 他                   ９４           ２６         ６８  
      
Ⅱ 固 定 負 債               １５，１４５ 11.9      １５，０７１ 10.7           ７３ 
 転 換 社 債                １１，９８０      １２，０００   △      ２０ 
 退 職 給 与 引 当 金                  ３，１６５        ３，０７１           ９３ 
負 債 合 計               ８０，３８７ 62.9      ９３，２０３ 66.5   △ １２，８１５ 
（ 資 本 の 部 ）                 
Ⅰ 資 本 金               １２，７７８ 10.0      １２，７６８ 9.1           １０ 
              
Ⅱ 資 本 準 備 金               １２，２７８   9.6 

 

    １２，２６８ 
  

  8.8       １０ 
           
Ⅲ 利 益 準 備 金                    ４５１    0.4 

 
     ３９７ 

 
   0.3       ５４ 

      
Ⅳ そ の他の剰余金              ２１，９４８ 17.1      ２１，４２９ 15.3         ５１８ 
 任 意 積 立 金               ２０，６４２      １７，９４３       ２，６９９ 
  固定資産圧縮積立金                   ２          ３   △       ０ 
  別 途 積 立 金              ２０，６４０      １７，９４０       ２，７００ 
 当 期 未 処 分 利 益       １，３０５        ３，４８６   △  ２，１８０ 
資 本 合 計              ４７，４５６ 37.1      ４６，８６３ 33.5         ５９２ 
負 債 資 本 合 計             １２７，８４３ 100.0    １４０，０６６ 100.0   △ １２，２２２ 

                       （注） 百万円未満は切り捨てて表示しております。 
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比 較 損 益 計 算 書 
                                    

    （単位：百万円） 

          期 別 第 ６８ 期 第 ６７ 期 
  自 平成 11 年  4 月  1 日 自 平成 10 年  4 月  1 日 

至 平成 12 年  3 月 31 日 至 平成 11 年  3 月 31 日 

増   減 

科 目 金  額 比 率 金  額 比 率 金  額 伸び率 

             ％  ％  ％ 
Ⅰ 売 上 高           ２０３，７７１ 100.0 ２２３，８４８ 100.0 △ ２０，０７６ △ 9.0 
Ⅱ 売 上 原 価           １８０，７１６  88.7 １９８，０７０  88.5 △ １７，３５３ △ 8.8 
  売 上 総 利 益              ２３，０５５ 11.3   ２５，７７７ 11.5 △  ２，７２２ △10.6 
Ⅲ 販売費及び一般管理費             １７，７６４ 8.7   １８，３１３ 8.2 △     ５４９ △ 3.0 
  営 業 利 益                ５，２９０ 2.6     ７，４６３ 3.3 △  ２，１７３ △29.1 
Ⅳ 営 業 外 収 益                   ５３０ 0.2         ５３７ 0.2 △       ６ △ 1.3 
  受 取 利 息                    ７１          ８４  △      １３ △15.6 
  受 取 配 当 金            １０７  １７７  △      ６９ △39.2 
  受 取 保 険 配 当 金                    ４５          １５４  △     １０８ △70.5 
  雑 収 入            ３０５  １２０  １８４ 153.0 
Ⅴ 営 業 外 費 用                   ５０８ 0.2 １，５７６ 0.7 △  １，０６８ △67.7 
  支 払 利 息                    ２６０          ３３９  △      ７９ △23.3 
  為 替 差 損                    １５８  ９２８  △     ７６９ △82.9 
  投資有価証券評価損            １７  ２２９  △     ２１２ △92.5 
  雑 支 出            ７２  ７８  △       ６ △ 8.7 

  経 常 利 益                ５，３１２ 2.6     ６，４２４ 2.9 △  １，１１１ △17.3 

Ⅵ 特 別 損 失               ２，６７９ 1.3             － －   ２，６７９ － 
  棚 卸 資 産 整 理 損 失                １，４２８              －    １，４２８ － 
  為 替 差 損                １，２５１              －    １，２５１ － 

  税 引 前 当 期 純 利 益                ２，６３２ 1.3     ６，４２４ 2.9 △  ３，７９１ △59.0 
  法人税、住民税及び事業税                ２，０５８ 1.0     ３，９１４ 1.7 △  １，８５６ △47.4 
  法 人 税 等 調 整 額            △      ５３９ 0.2 △      ３４２ 0.2 △     １９６ △57.4 

  当 期 純 利 益                １，１１３ 0.5     ２，８５２ 1.3 △  １，７３９ △61.0 
  前 期 繰 越 利 益                    ４２６ 0.2         ３１５ 0.1 １１１ 35.4 
  過年度税効果調整額                        － － ５５０ 0.2 △    ５５０ － 

  税効果会計適用に伴う             
  固定資産圧縮積立金取崩高            

            － －             ２ 0.0 △      ２ － 

  中 間 配 当 額                    ２１３ 0.1         ２１３ 0.1       ０  0.0 
  利 益 準 備 金 積 立 額                     ２１ 0.0          ２１ 0.0       ０  0.0 

  当 期 未 処 分 利 益                １，３０５ 0.6     ３，４８６ 1.6 △  ２，１８０ △62.5 

（注） 百万円未満は切り捨てて表示しております。  
 
（特別損失） 
１．棚卸資産整理損失は、当社の構造改革ならびに市場および技術の急激な変化により陳腐化した仕掛品等を 
  一括整理したものであります。 

 ２．為替差損は、アジア地域における事業拡大と当該国の通貨変動等により発生したものであります。 

 



     

- 22 - 

 

比 較 利 益 処 分 案 
                                    

    （単位：百万円） 

        期 別 第 ６８ 期 第 ６７ 期 
  自 平成 11 年  4 月  1 日 自 平成 10 年  4 月  1 日 

科 目 至 平成 12 年  3 月 31 日 至 平成 11 年  3 月 31 日 

増   減 

    
Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益            １，３０５ ３，４８６   △ ２，１８０ 
    
Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額               

    固定資産圧縮積立金取崩額          ０          ０   △     ０ 

計      １，３０６      ３，４８７   △ ２，１８０ 
    
Ⅲ 利 益 処 分 額               

    
   利 益 準 備 金            ３１ ３２ △     １ 

    
  利 益 配 当 金            ２１３ ２１３   ０ 
  （ 普 通 配 当 ） （１株につき５円） （１株につき５円）  

    
  役 員 賞 与 金            １０２ １１４ △    １２ 
  （うち監査役賞与金） （   ９） （  １０）    （△  １） 

    
  別 途 積 立 金            ６００ ２，７００ △ ２，１００ 

    
Ⅳ 次 期 繰 越 利 益            ３５９ ４２６ △    ６７ 

    
（注） 百万円未満は切り捨てて表示しております。  

 
 
（注記）  １． 中間配当を次のとおり実施しております。 
 

第６８期             第６７期 
実施日     平成１１年１２月１３日     平成１０年１２月１４日 

          
         中間配当金        ２１３百万円          ２１３百万円 
                    （１株につき５円）       （１株につき５円） 
 

２． 固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 
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重 要 な 会 計 方 針          
 
 1. 有価証券の評価基準および評価方法   
       取引所の相場のある株式 … 移動平均法による低価法（洗替え方式） 
    その他の有価証券 ………… 移動平均法による原価法 
 
 2. たな卸資産の評価基準および評価方法 
    機器及び材料  
          機 器  ………………… 移動平均法による原価法 
      主材料  ………………… 移動平均法による原価法 
      副材料  ………………… 総平均法による原価法 
     貯蔵品  ………………… 最終仕入原価法 
    仕 掛 品  ………………… 個別法による原価法 
 
 3. 固定資産の減価償却の方法 …… 法人税法の規定と同一の基準を採用しており、有形固定資産については定率法、無形固定   
                                  資産および長期前払費用については定額法によっております。 
        
 4. 引当金の計上基準 
    ①貸倒引当金 ………… 債権の貸倒による損失に備えるため、過去の貸倒実績率に基づく繰入額のほか、個別の債権につ

いても回収不能見込額を計上しております。 
   ②退職給与引当金 …… 従業員の退職給与に備えるため、次の方法および基準に基づき計上しております。 
       繰入方法 …… 前期末と当期末の自己都合による退職金要支給額の増差額 
       取崩方法 …… 退職者の前期末自己都合による退職金要支給額 
       残高基準 …… 自己都合による期末退職金要支給額（年金移行部分を除く）の40／100 
 
 
 5. 売上高の計上基準 ……… 売上高の計上は引渡し基準によっておりますが、長期にわたる工事のうち一定基準に該当する  
                         もの（工期 1 年以上かつ請負金額 5 億円以上）は、工事進行基準により計上しております。 
 
 6. リース取引の処理方法 …… リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
                     ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 7. 消費税等に相当する額の会計処理 …… 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 
(追 加 情 報         ) 

ソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会  会計制

度委員会報告第 12 号 平成 11 年 3 月 31 日）の経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続しております。ただし、

同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、当期より、市場販売目的のソフトウェアは「仕掛品」から「無形

固定資産」の「ソフトウェア」に、自社利用のソフトウェアは「投資その他の資産」の「その他」から「無形固定資産」の

「ソフトウェア」にそれぞれ変更しております。なお、減価償却方法は、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有

効年数（3 年以内）における見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能

期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 
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注 記 事 項          

(貸 借 対 照 表 関 係         ) 

                         （単位：百万円） 
第 ６８ 期 

（平成12年3月31日現在） 
第 ６７ 期 

（平成11年3月31日現在） 
1. 有形固定資産の減価償却累計額   ４，８０２ 
 
2. 主な外貨建資産・負債 
(売掛金)          US＄    ２６，０１２千 

                     B         ８９７百万 
 
3. 会社が発行する株式の総数   １００，０００千株 
   発行済株式の総数        ４２，６８８千株 
 
4. 関係会社に係る注記 
    売 掛 金                  ２９，２６８ 
    支 払 手 形                       ― 
    買 掛 金                   ７，８０３ 
    前 受 金                   ５，３７０ 
 
5. 保証債務 
    住 友 商 事 ㈱                     １５３ 
    ㈱ 住 友 銀 行                     ７３９ 
    日 本 電 気 ㈱                   １，８７３ 
                      ２，７６５ 
 

1. 有形固定資産の減価償却累計額   ４，４５１ 
 
2. 主な外貨建資産・負債 
(売掛金)          US＄    ３５，２２３千 

                     B         ９４９百万 
 
3. 会社が発行する株式の総数   １００，０００千株 
   発行済株式の総数        ４２，６７９千株 
 
4. 関係会社に係る注記 
    売 掛 金                  ３２，９１７ 
    支 払 手 形                     ２８０ 
    買 掛 金                  １４，９１８ 
    前 受 金                   ４，５５３ 
 
5. 保証債務 
    住 友 商 事 ㈱                     ２６０ 
    ㈱ 住 友 銀 行                     ８６５ 
                      １，１２６ 
 

 

(損 益 計 算 書 関 係         ) 

                                          （単位：百万円） 
第 ６８ 期 

(自 平成11年4月 1日至 平成12年3月31日) 
第 ６７ 期 

(自 平成10年4月 1日至 平成11年3月31日) 
1. 関係会社との取引に係る注記  
    売 上 高                  ６８，２３１ 
    仕 入 高                  ６３，３１４ 
 
2. 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 
    従 業 員 給 料 手 当                   ８，０４８ 
    退職給与引当金繰入額                     ２３２ 
    法 定 福 利 費                     ９９２ 
    通 信 交 通 費                   １，１４１ 
    貸 倒引 当金繰入額                       ― 
    地 代 家 賃                   １，１４６ 
    減 価 償 却 費                     ３２４ 
 
3. 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開 
発費の総額 

                        １３１ 
 

1. 関係会社との取引に係る注記  
    売 上 高                  ７９，２８５ 
    仕 入 高                  ６０，３７６ 
 
2. 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 
    従 業 員 給 料 手 当                   ８，０７８ 
    退職給与引当金繰入額                     ３９１ 
    法 定 福 利 費                     ９５３ 
    通 信 交 通 費                   １，２３４ 
    貸 倒引 当金繰入額                     １８３ 
    地 代 家 賃                   １，２４０ 
    減 価 償 却 費                     ３３５ 
 
3. 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開 
発費の総額 

                        ４５９ 
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(税 効 果 関 係         ) 
                         （単位：百万円） 

第 ６８ 期 
（平成12年3月31日現在） 

第 ６７ 期 
（平成11年3月31日現在） 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別 
の内訳 
（繰延税金資産） 
 賞与引当金損金算入限度超過額        ４５２ 
 貸倒引当金損金算入限度超過額             ９８ 
 未払事業税否認                          １３４ 
 工事進行基準未成格下等                  ２４７ 
 外国税額控除超過額                      ２２２ 
 退職給与引当金損金算入限度超過額        ２３２ 
 その他                             ４７  
  繰延税金資産合計                  １，４３４ 
 
（繰延税金負債） 
 固定資産圧縮積立金                      △ １  
  繰延税金負債合計                        △ １  
  繰延税金資産の純額                  １，４３３ 
 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別 
の内訳 
（繰延税金資産） 
 賞与引当金損金算入限度超過額        ３２０ 
 貸倒引当金損金算入限度超過額             ７３ 
 未払事業税否認                          ２７２ 
 退職給与引当金損金算入限度超過額         ９６ 
 その他                            １３３  
  繰延税金資産合計                    ８９５ 
 
 
 
（繰延税金負債） 
 固定資産圧縮積立金                      △ １  
  繰延税金負債合計                        △ １  
  繰延税金資産の純額                    ８９３ 
 

 

(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

                                          （単位：百万円） 
第 ６８ 期 

(自 平成11年4月 1日至 平成12年3月31日) 
第 ６７ 期 

(自 平成10年4月 1日至 平成11年3月31日) 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係わる注記 

同       左 

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
および期末残高相当額 

  車輌・運搬具      工 具 ・ 器
具 ・ 備 品 合   計 

                           
 
 取得価額相当額 １０９ ５，７５９ ５，８６８ 

       減 価 償 却
累計額相当額 ６０ ３，６８０ ３，７４１ 
                           
 
 期末残高相当額 ４９ ２，０７８ ２，１２７ 
                           
 

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
および期末残高相当額 

  車輌・運搬具      工 具 ・ 器
具 ・ 備 品 合   計 

                           
 
 取得価額相当額 １３８ ４，６６５ ４，８０３ 

       減 価 償 却
累計額相当額 ７６ ２，６３３ ２，７０９ 
                           
 
 期末残高相当額 ６１ ２，０３２ ２，０９３ 
                           
 

2. 未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 以 内       １，１３４ 
   １ 年 超       １，３１４ 

合    計 ２，４４８ 

2. 未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 以 内       ９２４ 
   １ 年 超       １，２２１ 

合    計 ２，１４６ 
3. 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
   支 払 リ ー ス 料           １，４２４ 
   減 価償 却費相当額           １，２２３ 
   支 払 利 息 相 当 額           １０１ 

3. 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
   支 払 リ ー ス 料           １，２４３ 
   減 価償 却費相当額           １，１３５ 
   支 払 利 息 相 当 額           ８６ 

4. 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
  ・減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
  ・利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

 

4. 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 
  ・減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
  ・利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

 オペレーティング・リース取引に係わる注記 
  未経過リース料 
   １ 年 以 内       ３１ 
   １ 年 超       ３５ 

合    計 ６７ 

 オペレーティング・リース取引に係わる注記 
  未経過リース料 
   １ 年 以 内       ３６ 
   １ 年 超       ５４ 

合    計 ９０ 
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役  員  の  異  動 

（平成１２年６月２９日付予定） 

 １．代表者の異動          

               ふ く だ          こう 

    取締役相談役     福 田    厚 （現 当社 代表取締役 取締役会長） 
 
 ２．新任取締役候補   

               ば ば  ゆ き ひ こ      
    取 締 役           馬 場  征 彦 （現 日本電気株式会社 取締役常務） 
 
 ３．退任予定取締役   

               あ お も り       つ ね お      

    常務取締役           青 森  恒 夫 （当社 新任監査役候補） 

               だ い も ん         しょう 
    常務取締役           大 門    彰 （当社 顧  問） 

               う が い       ゆ う へ い      

    常務取締役           鵜 飼  有 秉 （当社 顧  問） 

               す ぎ や ま       み ね お      

    取  締  役     杉 山  峯 夫  

               いずみ   ひ で あ き      

    取  締  役     泉    英 明 （当社 執行役員常務） 

               た か は し       ま さ お      

    取  締  役     高 橋  將 夫 （当社 執行役員常務） 

               お び な た       ふ み た け      

    取  締  役     大日方  文 武 （当社 執行役員常務） 

               た か つ じ       よ し の ぶ      

    取  締  役     高 辻  義 信 （当社 執行役員常務） 

 
 ４．新任監査役候補   

               あ お も り       つ ね お      

    監査役(常勤)     青 森  恒 夫 （現 当社 常務取締役）     

 
 ５．退任予定監査役   

               た に ぐ ち       こ う よ う      

    監査役(常勤)     谷 口  光 洋 （当社 顧  問） 

 
 ６．異 動 予 定          

               か た お か        まもる 

    取締役常務           片 岡    守 （現 当社 取締役 支配人） 
               き の し た        ひとし 
    取締役常務           木 下    均 （現 当社 取締役 ｵﾌｨｽｻｰﾋﾞｽ事業本部長） 
               こ ば や し       ひ で は る      

    取締役常務           小 林  英 晴 （現 当社 取締役 交換ﾈｯﾄﾜｰｸ事業本部長） 
               や が わ       き み お      
    取締役常務           矢 川  公 男 （現 当社 取締役 首都圏営業本部長） 
               は ら だ       さ だ お      

    取締役常務           原 田  貞 夫 （現 当社 取締役 情報ﾈｯﾄﾜｰｸ SI 事業本部長） 
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   当社は、執行役員制度を新たに導入し、意思決定・監督機能と業務執行機能の分担を明確に 

  するとともに、取締役会につきましては、迅速な意思決定ができるよう取締役の員数を１８名 

  から１１名にいたします。 
 
 
               よ こ や ま       せいじろう      
   ※代表取締役社長    横 山  清次郎 （現 当社 代表取締役 社長） 

               ふ く だ          こう 

    取締役相談役     福 田    厚 （現 当社 代表取締役 取締役会長） 

               す ず き       か ね お      
   ※取締役専務           鈴 木  銀 生 （現 当社 専務取締役） 

               な つ め       み つ は る      

   ※取締役常務           夏 目  光 春 （現 当社 常務取締役） 

               か た お か        まもる 

   ※取締役常務           片 岡    守 （現 当社 取締役 支配人） 

               さ か く ら       つ な と し      

   ※取締役常務           坂 倉  綱 俊 （現 当社 常務取締役） 

               き の し た        ひとし 

   ※取締役常務           木 下    均 （現 当社 取締役 ｵﾌｨｽｻｰﾋﾞｽ事業本部長） 

               こ ば や し       ひ で は る      

   ※取締役常務           小 林  英 晴 （現 当社 取締役 交換ﾈｯﾄﾜｰｸ事業本部長） 

               や が わ       き み お      
   ※取締役常務           矢 川  公 男 （現 当社 取締役 首都圏営業本部長） 

               は ら だ       さ だ お      
   ※取締役常務           原 田  貞 夫 （現 当社 取締役 情報ﾈｯﾄﾜｰｸ SI 事業本部長） 

               ば ば  ゆ き ひ こ      
    取 締 役           馬 場  征 彦 （現 日本電気株式会社 取締役常務） 

   ※は執行役員を兼務しております。   

                                     以  上 
 


